
 

 

 

 

第 ３ 章 

 

産業連関表からみた本県経済の機能 
 



１ 生産波及の大きさ 

 

ある産業に対して１単位の最終需要が生じた場合に、産業全体の生産がどれ

だけになるかという生産波及の大きさを、逆行列係数表（39 部門）からみると、

平成 23 年は、全産業平均で 1.2848 倍であった。自給率の低下などを背景に、

平成 17 年の全産業平均（1.3321 倍）と比べて、0.0473 ポイント低下した。 

産業別にみると、平均よりも生産波及が大きい部門は、化学製品（1.4918）、

鉱業（1.4881）、水道（1.4694）などであった（事務用品、分類不明を除く）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用語の解説                                     

逆行列係数 

 ある産業に対して１単位の最終需要が発生した場合、各産業の生産が究極的にどれだけ必要となるかと

いう生産波及の大きさを示す係数である。 

 また、本文中の生産波及の大きさは、逆行列係数表の列和（タテ方向の合計）を指している。これは、

当該部門の最終需要（県産品）が１単位発生したときに各産業の生産に及ぼす生産波及の大きさを示す係

数を合計したものであり、産業全体としての生産波及の大きさが直接・間接に、究極的にどのくらいにな

るかを示している。 

 なお、ここでの逆行列係数は、移輸入を考慮した開放経済型のものである。 
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図表 3-1 生産波及の大きさ（39 部門） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成12年 平成17年 平成23年

1.2870 1.3321 1.2848

01 農 業 1.2890 1.3353 1.2975

02 林 業 1.2641 1.3405 1.2801

03 漁 業 1.1919 1.1877 1.2032

06 鉱 業 1.4784 1.5375 1.4881

11 飲 食 料 品 1.4475 1.4783 1.4455

15 繊 維 製 品 1.2165 1.2941 1.2257

16 パ ル プ ・ 紙 ・ 木 製 品 1.3184 1.3475 1.3466

20 化 学 製 品 1.3781 1.4883 1.4918

21 石 油 ・ 石 炭 製 品 1.3225 1.3132 1.2461

22 プ ラ ス チ ッ ク ・ ゴ ム 1.1886 1.3589 1.2657

25 窯 業 ・ 土 石 製 品 1.3746 1.3764 1.3105

26 鉄 鋼 1.2215 1.1704 1.2240

27 非 鉄 金 属 1.2583 1.3722 1.2616

28 金 属 製 品 1.2077 1.2026 1.2058

29 は ん 用 機 械 1.2123 1.2398 1.2196

30 生 産 用 機 械 1.2076 1.2491 1.2001

31 業 務 用 機 械 1.2625 1.2843 1.2241

32 電 子 部 品 1.3242 1.3014 1.2553

33 電 気 機 械 1.2415 1.3189 1.2426

34 情 報 ・ 通 信 機 器 1.3495 1.2889 1.2339

35 輸 送 機 械 1.1648 1.1810 1.1842

39 そ の 他 の 製 造 工 業 製 品 1.2540 1.3890 1.3290

41 建 設 1.2837 1.3021 1.2830

46 電 力 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 1.4065 1.4071 1.4238

47 水 道 1.4275 1.4602 1.4694

48 廃 棄 物 処 理 1.1528 1.1992 1.1830

51 商 業 1.2642 1.2960 1.2601

53 金 融 ・ 保 険 1.2898 1.3376 1.2426

55 不 動 産 1.1288 1.1447 1.1461

57 運 輸 ・ 郵 便 1.3355 1.3110 1.2651

59 情 報 通 信 1.3874 1.3762 1.3931

61 公 務 1.1852 1.1819 1.2148

63 教 育 ・ 研 究 1.1537 1.2241 1.1804

64 医 療 ・ 福 祉 1.2189 1.2618 1.2360

65 その他の非営利団体サービス 1.1791 1.2593 1.2721

66 対 事 業 所 サ ー ビ ス 1.2457 1.2451 1.1852

67 対 個 人 サ ー ビ ス 1.3158 1.3205 1.3003

68 事 務 用 品 1.3684 1.3645 1.3428

69 分 類 不 明 1.6775 2.2069 1.5287

産 業 平 均

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 

平成12年

平成17年

平成23年

（倍）
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県内需要をすべて県内の生産で賄う封鎖経済型の生産波及の大きさと、県内需

要の一部が移輸入によって賄われる開放経済型の生産波及の大きさを比べると、

各産業の波及効果がどれだけ県内に留まり（県内歩留率）、どれだけ県外に流出

するか（県外流出率）をみることができる。 
生産誘発の効果は、移輸入によって県外に流出する分、開放型では封鎖型よ

りも小さくなる。また、県内歩留率は、製造業で低い傾向にあるが、これは、

製造業は原材料を県外に依存している割合が高く、生産波及が県外に流出する

ためだとみられる。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用語の解説                                     

封鎖経済型と開放経済型 

 封鎖経済型の逆行列係数は、 －１Ａ）（Ｉ  で表され、県内需要をすべて県内の生産で賄うとした場合で、

生産誘発の総効果を示す。開放経済型の逆行列係数は、 －１）Ａ］Ｍ［Ｉ－（Ｉ－　ˆ  で表され、県内需要の一

部が移輸入によって賄われるとした場合で、県外からの移輸入を除いた県内における生産誘発効果を示す。

この両者の差が県外への生産波及効果といえる。 

Ｉ：単位行列   Ａ：投入係数行列   Ｍ̂：移輸入率を示す行列   ）Ｍ（Ｉ－ ˆ ：自給率を示す行列 
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図表 3-2 生産波及の大きさ（開放経済型と封鎖経済型の比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 県内歩留率＝開放経済型の逆行列係数表・列和÷封鎖経済型の逆行列係数表・列和 

県外流出率＝1-県内歩留率 

（単位：倍、％）

開放型 封鎖型
県内

歩留率
県外

流出率

01 農 業 1.2975 2.0462 63.4 36.6

02 林 業 1.2801 1.7797 71.9 28.1

03 漁 業 1.2032 2.1604 55.7 44.3

06 鉱 業 1.4881 2.4175 61.6 38.4

11 飲 食 料 品 1.4455 2.4986 57.9 42.1

15 繊 維 製 品 1.2257 2.3007 53.3 46.7

16 パ ル プ ・ 紙 ・ 木 製 品 1.3466 2.6521 50.8 49.2

20 化 学 製 品 1.4918 2.6819 55.6 44.4

21 石 油 ・ 石 炭 製 品 1.2461 3.0191 41.3 58.7

22 プ ラ ス チ ッ ク ・ ゴ ム 1.2657 2.7274 46.4 53.6

25 窯 業 ・ 土 石 製 品 1.3105 2.4282 54.0 46.0

26 鉄 鋼 1.2240 2.2584 54.2 45.8

27 非 鉄 金 属 1.2616 2.9876 42.2 57.8

28 金 属 製 品 1.2058 2.2984 52.5 47.5

29 は ん 用 機 械 1.2196 2.2448 54.3 45.7

30 生 産 用 機 械 1.2001 2.1767 55.1 44.9

31 業 務 用 機 械 1.2241 2.5645 47.7 52.3

32 電 子 部 品 1.2553 2.8624 43.9 56.1

33 電 気 機 械 1.2426 2.5583 48.6 51.4

34 情 報 ・ 通 信 機 器 1.2339 3.3493 36.8 63.2

35 輸 送 機 械 1.1842 2.9149 40.6 59.4

39 そ の 他 の 製 造 工 業 製 品 1.3290 2.5471 52.2 47.8

41 建 設 1.2830 2.2129 58.0 42.0

46 電 力 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 1.4238 2.8502 50.0 50.0

47 水 道 1.4694 2.0346 72.2 27.8

48 廃 棄 物 処 理 1.1830 1.5245 77.6 22.4

51 商 業 1.2601 1.6383 76.9 23.1

53 金 融 ・ 保 険 1.2426 1.5446 80.5 19.5

55 不 動 産 1.1461 1.2494 91.7 8.3

57 運 輸 ・ 郵 便 1.2651 2.1651 58.4 41.6

59 情 報 通 信 1.3931 1.8627 74.8 25.2

61 公 務 1.2148 1.5946 76.2 23.8

63 教 育 ・ 研 究 1.1804 1.4796 79.8 20.2

64 医 療 ・ 福 祉 1.2360 1.8378 67.3 32.7

65 その 他の非営利団 体サービス 1.2721 1.8026 70.6 29.4

66 対 事 業 所 サ ー ビ ス 1.1852 1.6901 70.1 29.9

67 対 個 人 サ ー ビ ス 1.3003 1.9045 68.3 31.7

68 事 務 用 品 1.3428 3.3719 39.8 60.2

69 分 類 不 明 1.5287 2.1129 72.4 27.6

1.2848 2.2654 56.7 43.3平 均

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 

封鎖型

開放型

（倍）

県内に留まる分 県外流出分

全生産誘発効果
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２ 影響力係数と感応度係数 

  

影響力係数は、ある産業に１単位の最終需要があった場合に、産業全体に与

える生産波及の影響の大きさを表す指標であり、この値が大きいほど、他の産

業に与える影響が大きい産業である。 

また、感応度係数は、各産業に１単位ずつの最終需要があった場合に、どの

産業が強い影響を受けるかを表す指標であり、この値が大きいほど、他の産業

によく利用される産業である。 

一般に、影響力係数が大きいのは、中間投入率と原材料の自給率が共に高い

産業である。また、感応度係数が大きいのは、各産業で幅広く利用される産業

である。 

次に影響力係数と感応度係数から産業を４つに分類し、その特徴をみてみる。 

 

第１象限（影響力係数≧1.0、感応度係数≧1.0） 
影響力、感応度共に大きい産業で、電力・ガス・熱供給などが該当する。

これらは、他産業への影響及び他産業からの影響が大きい産業で、県内他産

業との結びつきが強い産業である。 

 

第２象限（影響力係数＜1.0、感応度係数≧1.0） 
影響力は小さいが、感応度が大きい産業で、運輸・郵便などが該当する。

各産業に対して、サービスを提供する産業が多い。 

 
第３象限（影響力係数＜1.0、感応度係数＜1.0） 
  影響力、感応度共に小さい産業で、不動産などが該当する。 

 
第４象限（影響力係数≧1.0、感応度係数＜1.0） 
  影響力は大きいが、感応度が小さい産業で、鉱業などが該当する。 

 
 

 

用語の解説                                     

影響力係数 

 ある産業の逆行列係数の列和は、その産業に１単位の最終需要があったとき、それによって引き起こさ

れる産業全体での生産波及の大きさを表す。これを全産業の列和の平均で除したものが影響力係数であり、

ある産業に最終需要があったときに、産業全体に与える生産波及の影響の大きさを表す指標である。この

係数が１より大きい産業は影響力が平均より大きく、１より小さい産業は影響力が平均より小さいことを

示す。 
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図表 3-3 影響力係数と感応度係数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用語の解説                                     

感応度係数 

感応度係数とは、各産業にそれぞれ１単位ずつの最終需要があったとき、どの産業が強い影響を受ける

こととなるかを表す指標である。これは、逆行列係数の行和を全産業の行和の平均で除して求められる。

この係数が１より大きい産業は感応度が平均より高く、１より小さい産業は感応度が平均より低いことを

示す。 

小 大 

大 

小 他産業に与える影響 

他
産
業
か
ら
受
け
る
影
響 

農業

パルプ・紙・木製品
化学製品

石油・石炭製品

プラスチック・ゴム

窯業・土石製品

鉄鋼

非鉄金属

金属製品

はん用機械

生産用機械

業務用機械

電子部品

電気機械

情報・通信機器

輸送機械

その他の製造工業製品

建設

電力・ガス・熱供給

水道

廃棄物処理

商業

金融・保険

不動産

運輸・郵便

情報通信

公務

教育・研究

医療・福祉

対個人サービス

事務用品

その他の非営利団体サービス

対事業所サービス

林業

漁業

鉱業飲食料品

繊維製品

分類不明

0.6 

0.8 

1.0 

1.2 

1.4 

1.6 

1.8 

2.0 

2.2 

0.8 1.0 1.2 

感
応
度
係
数

影響力係数

第1象限第2象限

第3象限 第4象限
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３ 最終需要項目別の生産誘発額 

 

  すべての生産活動は、最終需要を満たすために行われるが、逆に言えば、最

終需要が全ての生産活動を誘発するとみることができる。 

このことから、平成 23 年の県内生産額 7兆 3,133 億円が、どの最終需要によ

って誘発されたか、その割合（最終需要項目別の生産誘発依存度）をみると、

移輸出 47.6％、民間消費支出 26.0％、一般政府消費支出 16.9％などとなってい

る。移輸出が全体の半分近くを占めていることから、本県の経済は県外の需要

に依存する構造であることがうかがえる。 

また、平成 17 年と比べると、一般政府消費支出、民間消費支出が上昇し、県

内総固定資本形成（民間）などが低下した。 

  次に、１単位の最終需要が県内生産を誘発する度合い（最終需要項目別の生

産誘発係数）をみると、移輸出 1.2880、一般政府消費支出 1.2015、県内総固定

資本形成（公的）1.1370 などとなっている。家計外消費支出や民間消費支出な

どは、需要の県外流出が多いことなどから、誘発の度合いが相対的に低くなっ

ているとみられる。 

 

 

 

 

 

用語の解説                                     

生産誘発額 

 最終需要を賄うために、直接・間接に必要となる各産業部門の生産額の合計である。逆行列係数に最終

需要を各項目ごとに乗じたものであり、最終需要項目別の生産誘発額の合計は県内生産額の合計に一致す

る。 

 

生産誘発依存度 

各産業部門における最終需要項目別の生産誘発額の構成比であり、各産業の生産が、どの最終需要項目

にどれくらい依存しているかを示す。 

生産誘発依存度＝最終需要項目別の生産誘発額÷県内生産額（＝最終需要項目別の生産誘発額の合計値） 

 

生産誘発係数 

どの最終需要項目が、どの産業部門の生産をどれだけ誘発しているか、各最終需要の生産誘発度の大小

を示す係数である。ある項目の最終需要が１単位増加したときに、各産業部門の生産がどれだけ増加する

かを示す。 

生産誘発係数＝最終需要項目別の生産誘発額÷対応する最終需要項目の最終需要額 
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図表 3-4 最終需要項目別の生産誘発額、生産誘発依存度、生産誘発係数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：億円、％、倍）

生産誘発額 生産誘発依存度 生産誘発係数

平成12年 平成17年 平成23年 平成12年 平成17年 平成23年 平成12年 平成17年 平成23年

80,238 78,396 73,133 100.0 100.0 100.0 1.0359 1.0685 1.0611

家 計 外 消 費 支 出 1,305 1,213 896 1.6 1.5 1.2 0.8484 0.8972 0.8914

民 間 消 費 支 出 19,239 19,394 19,030 24.0 24.7 26.0 0.8119 0.8550 0.8521

一 般 政 府 消 費 支 出 10,138 10,960 12,368 12.6 14.0 16.9 1.1740 1.1966 1.2015

県 内 総 固 定 資 本 形 成 （ 公 的 ） 5,625 3,029 2,761 7.0 3.9 3.8 1.1186 1.2006 1.1370

県 内 総 固 定 資 本 形 成 （ 民 間 ） 5,677 5,663 3,106 7.1 7.2 4.2 0.6228 0.6560 0.5524

在 庫 純 増 82 92 78 0.1 0.1 0.1 0.6248 0.3452 0.5446

移 輸 出 38,172 38,045 34,805 47.6 48.5 47.6 1.3024 1.3230 1.2880

最 終 需 要 計

1.6 

1.5 

1.2 

24.0 

24.7 

26.0 

12.6 

14.0 

16.9 

7.0 

3.9 

3.8 

7.1 

7.2 

4.2 

0.1 

0.1 

0.1 

47.6 

48.5 

47.6 

0 20 40 60 80 100 

平成12年

平成17年

平成23年

（％）

家計外

消費支出
民間消費支出 一般政府

消費支出

県内総固定資本

形成（公的）

県内総固定資本

形成（民間）
在庫純増 移輸出

0.0 

0.2 

0.4 

0.6 

0.8 

1.0 

1.2 

1.4 

最終需要計 家計外

消費支出

民間

消費支出

一般政府

消費支出

県内総固定

資本形成

（公的）

県内総固定

資本形成

（民間）

在庫純増 移輸出

平成12年

平成17年
平成23年

（倍）

（注）統合大分類（39 部門）による。「最終需要計」には「調整項」の額を含む。  

43



４ 最終需要項目別の粗付加価値誘発額 

 

  すべての生産活動は、最終需要から誘発されることから、その生産活動から

生じる粗付加価値についても、最終需要により誘発されるとみることができる。 

このことから、平成 23 年の粗付加価値額 3兆 6,920 億円がどの最終需要によ

って誘発されたか、その割合（最終需要項目別の粗付加価値誘発依存度）をみ

ると、移輸出 34.9％、民間消費支出 34.1％、一般政府消費支出 22.1％などとな

っており、生産誘発依存度と同様の傾向となっている。 

また、平成 17 年と比べると、生産誘発依存度と同様に、一般政府消費支出、

民間消費支出が上昇し、県内総固定資本形成（民間）などが低下した。 

次に、１単位の最終需要が粗付加価値を誘発する度合い（最終需要項目別の

粗付加価値誘発係数）をみると、一般政府消費支出0.7923、民間消費支出0.5636、

県内総固定資本形成（公的）0.5264 などとなっている。一般政府消費支出が高

い値であるのは、公務や教育・研究及び医療・福祉など、粗付加価値率の高い

部門が多く含まれるためであるとみられる。 

 

 

 

 

 

 

 

用語の解説                                     

粗付加価値誘発額 

 各最終需要によって生産が誘発されれば、当然それによって粗付加価値も誘発される。粗付加価値誘発

額は誘発された各産業部門の生産額（生産誘発額）に当該産業部門の粗付加価値率を乗じたものであり、

その合計は粗付加価値額の合計に一致する。 

 

粗付加価値誘発依存度 

各産業部門における最終需要項目別の粗付加価値誘発額の構成比であり、各産業の粗付加価値が、どの

最終需要項目にどれくらい依存しているかを示す。 

粗付加価値誘発依存度＝最終需要項目別の粗付加価値誘発額÷粗付加価値誘発額合計 

 

粗付加価値誘発係数 

ある項目の最終需要が１単位増加したときに、各産業部門の粗付加価値がどれだけ増加するかを示す係

数である。 

粗付加価値誘発係数＝最終需要項目別の粗付加価値誘発額÷対応する最終需要項目の最終需要額 
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図表 3-5 最終需要項目別の粗付加価値誘発額、粗付加価値誘発依存度、粗付加価値誘発係数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：億円、％、倍）

粗付加価値誘発額 粗付加価値誘発依存度 粗付加価値誘発係数

平成12年 平成17年 平成23年 平成12年 平成17年 平成23年 平成12年 平成17年 平成23年

42,783 39,433 36,920 100.0 100.0 100.0 0.5524 0.5374 0.5357

家 計 外 消 費 支 出 733 661 505 1.7 1.7 1.4 0.4767 0.4885 0.5023

民 間 消 費 支 出 12,844 12,657 12,587 30.0 32.1 34.1 0.5420 0.5580 0.5636

一 般 政 府 消 費 支 出 7,057 7,311 8,155 16.5 18.5 22.1 0.8172 0.7982 0.7923

県 内 総 固 定 資 本 形 成 （ 公 的 ） 2,776 1,435 1,278 6.5 3.6 3.5 0.5522 0.5689 0.5264

県 内 総 固 定 資 本 形 成 （ 民 間 ） 2,901 2,623 1,443 6.8 6.7 3.9 0.3182 0.3039 0.2566

在 庫 純 増 48 50 43 0.1 0.1 0.1 0.3677 0.1858 0.3011

移 輸 出 16,423 14,697 12,881 38.4 37.3 34.9 0.5603 0.5111 0.4766

最 終 需 要 計
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県内総固定資本

形成（民間）
在庫純増 移輸出

0.0 
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0.8 

1.0 

最終需要計 家計外

消費支出

民間

消費支出

一般政府

消費支出

県内総固定

資本形成

（公的）

県内総固定

資本形成

（民間）

在庫純増 移輸出

平成12年

平成17年

平成23年

（倍）

（注）統合大分類（39 部門）による。「最終需要計」には「調整項」の額を含む。  
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５ 最終需要項目別の移輸入誘発額 

 

  すべての生産活動は、最終需要から誘発されるが、誘発される生産に必要な

原材料などは、県内の生産でのみ賄われるのではなく、県外から移輸入として

供給されるものもある。このように、移輸入も最終需要によって誘発されると

みることができる。 

このことから、平成 23 年の移輸入額 3兆 1,999 億円がどの最終需要によって

誘発されたか、その割合（最終需要項目別の移輸入誘発依存度）をみると、移

輸出 44.2％、民間消費支出 30.5％、県内総固定資本形成（民間）13.1％などと

なっている。 

また、平成 17 年と比べると、移輸出、一般政府消費支出、民間消費支出など

が上昇し、県内総固定資本形成（民間）などが低下した。 

次に、１単位の最終需要が移輸入を誘発する度合い（最終需要項目別の移輸

入誘発係数）をみると、県内総固定資本形成（民間）0.7434、在庫純増 0.6989、

移輸出 0.5234 などとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

用語の解説                                     

移輸入誘発額 

 各最終需要によって誘発された移輸入額をいい、移輸入誘発額は誘発された各産業部門の生産額（生産

誘発額）にそれぞれの移輸入品投入率を乗じたものに、直接移輸入分を加えたものであり、その合計は移

輸入額の合計に一致する。 

 

移輸入誘発依存度 

各産業部門における最終需要項目別の移輸入誘発額の構成比であり、各産業部門の移輸入が、どの最終

需要項目にどれくらい依存しているかを示す。 

移輸入誘発依存度＝最終需要項目別の移輸入誘発額÷移輸入誘発額合計 

 

移輸入誘発係数 

ある項目の最終需要が１単位増加したときに、各産業部門の移輸入がどれだけ増加するかを示す係数で

ある。 

移輸入誘発係数＝最終需要項目別の移輸入誘発額÷対応する最終需要項目の最終需要額 
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図表 3-6 最終需要項目別の移輸入誘発額、移輸入誘発依存度、移輸入誘発係数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：億円、％、倍）

平成12年 平成17年 平成23年 平成12年 平成17年 平成23年 平成12年 平成17年 平成23年

34,671 33,939 31,999 100.0 100.0 100.0 0.4476 0.4626 0.4643

家 計 外 消 費 支 出 805 692 500 2.3 2.0 1.6 0.5233 0.5115 0.4977

民 間 消 費 支 出 10,852 10,025 9,746 31.3 29.5 30.5 0.4580 0.4420 0.4364

一 般 政 府 消 費 支 出 1,579 1,848 2,138 4.6 5.4 6.7 0.1828 0.2018 0.2077

県 内 総 固 定 資 本 形 成 （ 公 的 ） 2,252 1,087 1,150 6.5 3.2 3.6 0.4478 0.4311 0.4736

県 内 総 固 定 資 本 形 成 （ 民 間 ） 6,216 6,009 4,180 17.9 17.7 13.1 0.6818 0.6961 0.7434

在 庫 純 増 83 218 100 0.2 0.6 0.3 0.6323 0.8142 0.6989

移 輸 出 12,886 14,059 14,143 37.2 41.4 44.2 0.4397 0.4889 0.5234

最 終 需 要 計

移輸入値誘発額 移輸入誘発依存度 移輸入誘発係数
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平成17年

平成23年

（倍）

（注）統合大分類（39 部門）による。「最終需要計」には「調整項」の額を含む。   
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